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第５章 「経営者」と「従業員」との比較及び他調査との比較 

 

 

１．女性の活躍を推進するための取組について 
 

 

 

 

同じ項目で，経営者には「女性の活躍を推進するための取組」に関する状況を，従業員には

「女性活躍推進のために効果的と思われる事業所の取組」についてたずねたところ，経営者が，

取り組んでいることは「時間外勤務の削減，長時間労働の是正」(65.7%)と回答した割合が最も高

く，次に「性別にとらわれない人事管理制度，評価制度の導入」(62.1%)，「女性従業員の採用拡

大」(52.4%)の順となっている。一方，従業員が希望する効果的な取組は，「性別にとらわれない

人事管理制度・評価制度の導入」(51.6%)と回答した割合が最も高く，次に「育児休業後の職場復

帰をしやすくするための研修の実施，再雇用制度の導入」(30.1%)，「時間外勤務の削減，長時間

労働の是正」(29.3%)の順となっている。 

「短時間勤務制度」に取り組んでいると回答した経営者の割合は約 4 割となっている一方，「フ

レックスタイム制度」や「在宅勤務など多様な働き方の推進」に取り組んでいると回答した経営者

の割合は低くなっている。これらの項目については，効果的と思われる取組として従業員が回答し

た割合が経営者よりも高くなっている。 

また，「事業所内保育所の整備，託児環境への支援」については，効果的と思われる取組として

従業員側から多くの回答を得ているが，企業の取組としては進んでいない状況もうかがえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●女性の活躍を推進するために行っている取組(複数回答)〔経営者：531 人〕 

◆女性活躍推進のために効果的と思われる事業所の取組(複数回答)〔従業員：1,364 人〕 
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0% 20% 40% 60% 80%

時間外勤務の削減，長時間労働の是正

性別にとらわれない人事管理制度，評価制度の導入

女性従業員の採用拡大

セクハラ・マタハラ対策の実施，環境整備

社内プロジェクト等への女性の参画

管理職や男性に対する意識啓発

短時間勤務制度

メンタルヘルス対策の実施

女性従業員のキャリア形成のための研修等の実施，

研修機会の付与

積極的な女性の管理職登用

女性が少数の部署への女性従業員の配置

育児休業後の職場復帰をしやすくするための研修の

実施，再雇用制度の導入

女性社員間のネットワークづくり

男性の育児休業の取得推進

フレックスタイム制度

メンター制度の導入，ロールモデルの育成・提示

事業所内保育所の整備，託児環境への支援

在宅勤務制度など多様な働き方の推進

その他

取り組んでいる（経営者）

効果的と思われる取組（従業員）
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0% 20% 40% 60% 80%

重量物や危険有害業務など法規制により女性ができ

ない業務がある

男性と比べ、女性は家庭の負担が重い・考慮する必要

がある

家庭と両立するフォローアップ体制（人員体制）を組む

余裕がない※１

職場の女性同士の人間関係

時間外労働、深夜勤務をさせにくい

女性の平均勤務年数が短い

一般的に女性の就業意識が低い

託児先がない

男性の上司や同僚の認識、理解が不十分

女性が働き続けられる職場環境にコストがかかる・

整っていない

顧客や取引先を含む社会一般の認識、理解が不十分

ライフステージにあった多様な働き方ができない※２

その他

経営者

従業員

２．女性の活躍を推進する上での課題について 
 

 

 

 

 同じ項目で，経営者には「女性の活躍を推進する上での課題」を，従業員には「女性が活躍す

る上での阻害要因」についてたずねたところ，経営者は「重量物や危険有害業務など法規制により

女性ができない業務がある」(36.7%)と回答した割合が最も高く，次に「女性は家庭の負担を考慮す

る必要がある」(33.7%)，「家庭と両立するフォローアップ体制（人員体制）を組む余裕がない」

(32.8%)の順となっている。一方，従業員は「男性と比べ，女性は家庭の負担が重い」(60.0%)と回

答した割合が最も高く，次に「女性が働き続けられる職場環境が整っていない」(29.8%)，「男性の

上司や同僚の認識，理解が不十分」(26.9%)の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●女性の活躍を推進する上での課題（複数回答）〔経営者：531人〕 

◆女性が活躍する上での阻害要因（複数回答）〔従業員：1,364 人］ 
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0% 20% 40% 60%

ロールモデル(目指したい先輩)となる女性従業員の

育成・提示

企業における継続的なキャリア研修

経営層・管理職層の意識改革

経営トップの強いリーダーシップ

職場の上司とのコミュニケーションの推進

資格取得を奨励する

幅広く業務を経験させるために、男性の多い職種にも

配置転換する

女性のネットワーク形成の促進

管理職登用の数値目標の設定

その他

経営者

従業員

３．管理職登用促進のための取組について 
 

 

 

 

今後，女性を管理職に積極的に登用していきたいと回答した経営者に対し，女性の管理職登用促

進のためにどのような取組が効果的だと思うかたずねたところ，「ロールモデル(目指したい先輩)

となる女性従業員の育成・提示」(49.5%)と回答した割合が最も高く，次に「企業における継続的

なキャリア研修」(45.0%)，「経営層・管理職層の意識改革」(40.6%)の順となっている。 

一方，従業員に対し同じ項目でたずねたところ，「経営層・管理職層の意識改革」(46.3%)と回答

した割合が最も高く，次に「ロールモデル(目指したい先輩)となる女性従業員の育成・提示」(33.1%)，

「職場の上司とのコミュニケーションの推進」(28.9%)の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●経営者：今後の女性の管理職の登用促進のための取組(複数回答)〔経営者：202 人〕 

◆従業員：今後の女性の管理職登用を増やすための効果的な取組(複数回答)〔従業員：1,364 人〕 
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女性従業員（正規・非正規）における管理職への昇進に対する希望状況について，管理職に「就

きたい」と回答した人は8.4%と 1割に満たない状況となっており，管理職に「就きたくない」(54.3%)

と回答した人が最も多くなっている。 

平成 26年度に実施された「女性の活躍推進に関する世論調査」（内閣府）では，昇進に対する希

望状況について，“昇進したい(「そう思う」及び「どちらかといえばそう思う」)”が 37.1%と 4割

弱を占めている。 

設問内容が違うことから，直接的に比較はできないが，全国の動向と比較して，管理職への昇進

については，消極的な状況がうかがえる。 

 

 

 

「管理職に就きたいと思うか（女性従業員）」 

 
 

「昇進したいか(女性のみ抽出)」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

864% 5463% 761% 2860% 262%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【鹿児島県今

回調査】

就きたい 就きたくない 現在管理職である わからない 無回答

1468% 2263% 2568% 3562% 169%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【内閣府世論

調査（H26)】

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

わからない

◆鹿児島県今回調査：管理職に就きたいと思うか 

▼内閣府世論調査(Ｈ26年度)：昇進したいと思うか 
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0% 20% 40% 60%

女性従業員への意識啓発を目的とした講演会、セミ

ナー等の開催

子育てインフラの整備

経営者、管理職への意識啓発を目的とした講演会、

セミナー等の開催

結婚・出産を機に退職した女性の再就職を支援する

セミナーの拡充

女性管理職候補者を対象としたリーダー養成研修の

開催

男性従業員への意識啓発を目的とした講演会、セミ

ナー等の開催

支援制度の紹介や、経営効果が期待できる魅力的な

企業事例の提示など、より積極的な情報提供

企業の取組を評価する仕組みの制度化

ワーク・ライフ・バランスの専門家などによる講演会、

セミナー等の開催

女性活躍の推進に積極的な企業の表彰や取組事例

集の作成

就職希望の学生を対象とした就業意識の啓発のため

のセミナー等の開催

女性活躍の推進をテーマとした企業への出前講座の

実施

学校や企業との連携を通じた「子どもたちの職業観教

育」を支援する制度づくり

女性活躍の推進に積極的な企業情報の学生へのＰＲ

機会の充実

その他

経営者

従業員

４．女性活躍推進に必要な行政の施策について 
 

 

 

 

女性活躍推進のために必要な行政の支援・施策についてたずねたところ，経営者は「女性従業員

への意識啓発を目的とした講演会，セミナー等の開催」(40.7%)と回答した割合が最も高く，次に

「子育てインフラの整備」(30.1%)，「経営者，管理職への意識啓発を目的とした講演会，セミナー

等の開催」(27.7%)の順となっている。 

一方，従業員では，「結婚・出産を機に退職した女性の再就職を支援するセミナーの拡充」(41.5%)

と回答した割合が最も高く，次に「子育てインフラの整備」(38.4%)，「経営者，管理職への意識啓

発を目的とした講演会，セミナー等の開催」(30.5%)の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●女性活躍推進のためにどのような行政の支援・施策が必要と考えるか(複数回答)〔経営者：531人〕 

◆女性活躍推進のために必要な行政の支援・施策について希望するもの(複数回答)〔従業員：1,364 人〕 


